
センコー株式会社 

第７期 計算書類

自 ２０２２年４月　１日

至 ２０２３年３月３１日

大阪府大阪市北区大淀中一丁目1番30号



現 金 及 び 預 金 577 営 業 未 払 金 7,356

受 取 手 形 433 リ ー ス 債 務 3,087

営 業 未 収 入 金 24,587 未 払 金 7,240

貯 蔵 品 125 未 払 費 用 1,682

前 払 費 用 2,321 未 払 法 人 税 等 429

未 収 入 金 1,913 預 り 金 14,086

そ の 他 485 賞 与 引 当 金 2,011

貸 倒 引 当 金 △ 2 役 員 賞 与 引 当 金 54

災 害 損 失 引 当 金 179

そ の 他 816

30,442 36,943

建 物 45,686 関係会社長期借入金 76,000

構 築 物 4,111 リ ー ス 債 務 13,252

機 械 及 び 装 置 1,725 長 期 未 払 金 1,278

車 輌 運 搬 具 2,687 資 産 除 去 債 務 407

工具、器具及び備品 758 株 式 給 付 引 当 金 211

土 地 33,682 そ の 他 739

リ ー ス 資 産 13,446

建 設 仮 勘 定 1,119 91,889

103,218 128,833

借 地 権 565

電 話 施 設 利 用 権 103 資 本 金 10,000

権 利 金 29 資 本 準 備 金 2,500

ソ フ ト ウ ェ ア 147 そ の 他 資 本 剰 余 金 10,205

リ ー ス 資 産 1,194 資 本 剰 余 金 12,705

2,040 固定資産圧縮積立金 1,137

投 資 有 価 証 券 117 特 別 償 却 積 立 金 72

関 係 会 社 株 式 19,102 繰 越 利 益 剰 余 金 18,397

長 期 貸 付 金 476 利 益 剰 余 金 19,607

保 証 金 7,452 株 主 資 本 42,312

前 払 年 金 費 用 7,666

繰 延 税 金 資 産 477

そ の 他 244

貸 倒 引 当 金 △ 93

35,444

140,702 42,312

171,145 171,145

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

流 動 資 産 流 動 負 債

科     目科     目

固 定 負 債

貸   借   対   照   表

（単位：百万円）

（２０２３年３月３１日）

資  産  の  部

金  額

負  債  の  部

金  額

負 債 純 資 産 合 計

負 債 合 計

資 産 合 計

固 定 資 産

純資産の部

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

純 資 産 合 計



226,721 

208,974 

17,747 

10,676 

7,070 

受 取 利 息 39 

受 取 配 当 金 2,445 

雑 収 入 524 

3,009 

支 払 利 息 1,124 

為 替 差 損 2 

団 体 定 期 保 険 料 159 

雑 支 出 104 

1,391 

8,689 

株 式 報 酬 受 入 益 49 

49 

支 払 補 償 金 132 

固 定 資 産 除 去 損 94 

リ ー ス 解 約 損 34 

減 損 損 失 14 

275 

8,463 

1,160 

632 

6,671 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

営 業 総 利 益

営 業 外 費 用

特 別 利 益

営 業 外 収 益

営 業 利 益

経 常 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

特 別 損 失

損  益  計  算  書

自 ２０２２年 ４月１日

至 ２０２３年  ３月３１日

（単位：百万円）

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

科　　　　　　目 金　　　 　    額

営 業 収 益

営 業 原 価



 

個 別 注 記 表 
第７期（2022 年４月 1日から 2023 年３月 31日まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

センコー株式会社 

 

  



 
 

個 別 注 記 表 
 
Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産の評価基準及び評価方法 
（１）有価証券 

子会社株式・関連会社株式 
及び市場価格のない株式等 ···················· 移動平均法に基づく原価法 

 
２．固定資産の減価償却の方法 
（１）有形固定資産（リース資産を除く） ········ 定額法 

但し、機械及び装置、工具、器具及び備

品については、定率法を採用しており

ます。 
（２）無形固定資産（リース資産を除く） ········ 定額法 
（３）リース資産 ········································· リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法 
 
３．引当金の計上基準 
（１）貸倒引当金 ········································· 債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。 
（２）賞与引当金 ········································· 従業員に対して支給する賞与にあてる

ため、支給見込額に基づいて計上して

おります。 
（３）役員賞与引当金 ··································· 役員に対して支給する賞与にあてるた

め、支給見込額に基づき計上しており

ます。 
（４）退職給付引当金 ··································· 従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上しており

ます。 
①退職給付見込額の期間帰属方法 
退職給付の算定にあたり、退職給付

見込額を当事業年度末までの期間に帰

属させる方法については、給付算定式

基準によっております。 
②数理計算上の差異の費用処理方法 

                       数理計算上の差異については、各事

業年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（９年）



 
 

による定額法により按分した額を、そ

れぞれ発生の翌事業年度から費用処理

しております。 
③なお、当事業年度において認識すべ

き年金資産が、退職給付債務から数理

計算上の差異等を控除した額を超過す

る場合には、前払年金費用として投資

その他資産に計上しております。 
（５）災害損失引当金 ··································· 2022 年３月に発生した東北地方の地震

に伴う復旧費用等の支出に備えるため、

当事業年度末における見積額を計上し

ております。 
（６）株式給付引当金 ··································· 株式交付規程に基づく当社の取締役等

への親会社株式の給付に備えるため、

当事業年度末における株式給付債務の

見込額に基づき計上しております。 
 
４．収益及び費用の計上基準 
（１）売上計上基準 

主要な事業における収益の計上基準については主に以下のとおりです。 
① 陸上運送事業 

主な履行義務は国内における貨物自動車運送および鉄道利用運送等のサービス

を行うことであり、貨物の積み込み時点において当社の履行義務が発生すると判

断し、また、履行義務が充足されるまでの期間が短期間であることから、貨物を積

み込んだ時点で収益を認識しております。 
② 倉庫業  

主な履行義務は委託を受けた貨物の倉庫における保管・入出庫業務および流通

加工業務を行う事であり、保管業務は保管期間の経過に応じて、その他の業務は役

務の提供が完了した時点で履行義務が充足されると判断し、収益を認識しており

ます。 
（２）費用計上基準 ······ 発生基準 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

Ⅱ．会計方針の変更に関する注記 
（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用） 

 「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 31 号 2021
年６月 17 日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から

適用し、時価算定会計基準適用指針第 27-２項に定める経過的な取り扱いに従って、時

価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することとい

たしました。これによる、当事業年度に係る計算書類への影響はありません。 
 
Ⅲ. 収益認識に関する注記 
１．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

「Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 ４．収益及び費用の計上基準」に  
記載のとおりです。 

 
Ⅳ．表示方法の変更に関する注記 

（団体定期保険料の表示方法の変更） 
団体定期保険料の表示方法は、従来、損益計算書上、雑支出（前事業年度 251 百万

円）に含めて表示しておりましたが、重要性が増したため、当事業年度より、団体定期

保険料（当事業年度 159 百万円）として表示しております。 
 
Ⅴ．会計上の見積りに関する注記 

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、

翌計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 
 

１．繰延税金資産の回収可能性 
 （１）当事業年度の計算書類に計上した金額 

繰延税金資産 477 百万円 
（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

 当社は、将来減算一時差異に対して、将来の収益力に基づく課税所得及びタッ

クス・プランニング等により、繰延税金資産の回収可能性を判断しております。 
 将来の課税所得の見積りは、外部要因を加味した当社の事業計画に基づいてお

ります。 
 これらの見積りは将来の不確実な経済状況および会社の経営状況の影響を受

け、実際に生じた時期および金額が見積りと異なった場合、翌事業年度以降の計

算書類において認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。また、税

制改正により実効税率が変更された場合に、翌事業年度以降の計算書類において

認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。 
  



 
 

Ⅵ．貸借対照表に関する注記 

１．有形固定資産の減価償却累計額 80,401 百万円 
 ２．偶発債務 
 （１）借入金に対する連帯保証 3,142 百万円 
（２）関係会社の取引に対する連帯保証 800 百万円 
（３）債権の流動化に伴う買戻義務限度額 178 百万円 

（注）上記のほか、センコー・フォワーディング(株)の定期建物賃貸借契約につい

て、賃借人である同社の支払賃料等一切の債務についての連帯保証（月額賃借料１

百万円）（保証極度額３百万円）を行っております。 
３．関係会社に対する短期金銭債権 34 百万円 
４．関係会社に対する長期金銭債権 368 百万円 
５．関係会社に対する短期金銭債務 13,886 百万円 
６．関係会社に対する長期金銭債務 76,000 百万円 

 
Ⅶ．損益計算書に関する注記 
１．関係会社に対する営業収益 5,672 百万円 
２．関係会社に対する営業費用 64,753 百万円 
３．関係会社との営業取引以外の取引高 1,064 百万円 

 
Ⅷ．株主資本等変動計算書に関する注記 
 １．当事業年度末の発行済株式の種類及び総数            

普通株式 400 株 
   
 ２．配当に関する事項 
（１）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 
基準日 効力発生日 

2022 年 6 月 17 日 

定時株主総会 
普通株式 3,363 2022 年 3 月 31 日 2022 年 6 月 18 日 

 
（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となる 

もの 
次のとおり、決議を予定しております。 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 
基準日 効力発生日 

2023 年 6 月 16 日 

定時株主総会 
普通株式 3,335 2023 年 3 月 31 日 2023 年 6 月 17 日 

 

 

 

 

 



 
 

Ⅸ．金融商品に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項 
（１）金融商品に対する取り組み方針 

  当社はさらなる事業の成長を図るための設備投資計画に対する必要資金を親会

社からの借り入れにより調達しております。一時的な余剰資金については親会社

への返却を行っております。 
（２）金融商品の内容及びそのリスク並びに管理体制 

  営業債権である受取手形及び営業未収入金は取引先の信用リスクに晒されてお

り、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行い、各取引先の信用状況を把握する体

制としております。 
      営業債務である営業未払金は、１年以内の支払期日であります。 

（３）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 
  金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には一

定の前提条件により合理的に算定された価額が含まれているため、異なる前提条

件等によった場合、当該価額が変動することがあります。  



 
 

２．金融商品の時価等に関する事項 
2023 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりです。 
（単位：百万円） 

 貸借対照表 
計上額 時価 差額 

１）関係会社長期借入金 
２）リース債務 

（1 年内返済予定含む） 

76,000 
16,339 

76,600 
15,686 

600 
△653 

負債計 92,339 92,286 △52 
（注）１．「現金及び預金」「受取手形」「営業未収入金」「営業未払金」「預り金」について

は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記

載を省略しております。 
  ２．市場価格のない非上場有価証券の貸借対照表計上額は 117 百万円、関係会社株

式の貸借対照表計上額は 19,102 百万円です。 
これらについては、上記表には含めておりません。 
 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、

以下の３つのレベルに分類しております。 
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場に

おいて形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格

により算定した時価 
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のイ

ンプット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価 
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定し

た時価 
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、そ

れらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順

位が最も低いレベルに時価を分類しております。 
 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

（１）時価で貸借対照表に計上している金融商品 
     該当事項はありません。 

（２）時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 
（単位：百万円） 

区分 時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

関係会社長期借入金 

リース債務 

― 

― 

76,600 
15,686 

― 

― 

76,600 
15,686 

 ― 92,286 ― 92,286 
（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

         関係会社長期借入金 
        関係会社長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借

入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定してお

ります。これらの取引につきましては、レベル２に分類しております。 
          リース債務 
        リース債務の時価については、元利金の合計額を同様の新規借り入れを

行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しておりま

す。これらの取引につきましては、レベル２に分類しております。 
  



 
 

Ⅹ．税効果会計に関する注記 
  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 
賞与引当金 615 百万円 
減損損失 550 百万円 
資産除去債務 124 百万円 
未払社会保険料 140 百万円 
未払事業税 87 百万円 
ゴルフ会員権評価損 70 百万円 
株式給付引当金 64 百万円 
災害損失引当金 54 百万円 
その他       403 百万円 

繰延税金資産小計 2,112 百万円 
評価性引当額      △605 百万円 

繰延税金資産合計      1,506 百万円 
繰延税金負債 
固定資産圧縮積立金 △500 百万円 
資産除去債務 △58 百万円 
特別償却積立金 △31 百万円 
前払年金費用 △437 百万円 
その他        △0 百万円 

繰延税金負債合計     △1,029 百万円 
繰延税金資産の純額        477 百万円 

  



 
 

Ⅺ．関連当事者との取引に関する注記 

（単位：百万円） 

種類 
会社等の 

名称 

議決権等の 
所有(被所有)
割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引 
金額 

科目 
期末 
残高 

親会社 センコーグ

ループホー

ルディング

ス株式会社 

被所有 
直接 100％ 

当社の事業

活動を管理 
資金の貸付 
役員の兼任 

資金の借入 ― 関係会社 
長期借入金 

76,000 

利息の支払 
（注１） 

910 
 

― 
 

― 
 

グループ 
資金管理 

― 
（注２） 

預り金 13,883 

親会社の

子会社 
RUPANCO 
INC. 

なし 親会社の子

会社日本マ

リン(株)の
船舶オーナ

ー 

債務保証 
（注３） 

2,464 ― ― 
 

親会社の

子会社 
OSORNO 
SHIPHOLD
ING S.A. 

なし 親会社の子

会社日本マ

リン(株)の
船舶オーナ

ー 

債務保証 
（注３） 

677 ― ― 
 

取引の条件及び取引条件の決定方針等 
（注１） 資金の借入は、市場金利を勘案して利率を決定しております。 
（注２） センコーグループホールディングス（株）ではセンコーグループ内の資金の一元

管理を行っており、貸借を双方向で反復継続的に行っているため取引金額を記

載しておりません。なお金利については市場金利を勘案して決定しております。 
（注３） 債務保証については、銀行からの借入金に対し債務保証をしたものであります。 
 
Ⅻ．１株当たり情報に関する注記 
 １．１株当たり純資産額 105,780,447 円 83 銭 
 ２．１株当たり当期純利益 16,677,656 円 45 銭 
 
ⅩⅢ．重要な後発事象に関する注記 
  該当事項はありません。 


